
平成２９年 ８月４日  
さいたま市環境未来都市推進課 

有山 信之 

環境政策から地域経済を活性化 
   ～エコリフォームさいたまモデル～ 



❶さいたま市の成り立ち 

１．さいたま市の概要 
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➤ 平成１３（２００１）年５月1日 

 浦和市・大宮市・与野市の３市合併により 

 埼玉県下で初めての１００万都市として誕生 

➤平成１５（２００３）年４月1日 

 全国で１３番目となる政令指定都市へ移行 

 平成１７（２００５）年４月1日 岩槻市と合併 

➤平成１９（２００７）年 人口１２０万人を突破 

 現在、人口１２８万人を超え、全国で９番目の 

 大都市に発展 

➤埼玉スタジアム２〇〇２のあるところ 
面積217.43㎡ 



❷さいたま市の状況 

１．さいたま市の概要 
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➤総人口：1,279,164人（2016年9月時点） 

 40代（16.9％）、30代（13.5％）の順に多い 

 世帯数：568,072世帯 

➤卸売業・小売業やサービス業が大半を占める 

 市内事業者の98.7%が中小企業 

➤東日本の玄関口（交通の結節点） 

 新幹線６路線が集まる優れた交通利便性 

➤首都圏有数の自然資源 

 首都圏に残された貴重な大規模緑地空間 

 「見沼田圃（約1,260㏊）」 

➤多様な歴史的、文化的資源 

 ➟盆栽や人形づくり、サッカーなど 

 

• “見沼田んぼ”の主の子孫 

•生まれ育った見沼（ミヌマ）から名づけられた。 

•ヌゥ＝ｎｕはフランス語で「飾り気のない」

「素」の意味。 

 

ヌゥの名前の由来 



２ 取組事例 
 ❶E-KIZUNA Project 

EV普及拡大の前に立ちはだかる
３つの課題の解決による「持続
可能な低炭素社会」の実現 

① １回の充電で走行可能な距離が短い 

② 車両の価格が高い 
③ 一般の消費者の認知度が低い 

プロジェクトの名称 「E-KIZUNA Project」（イー・キズナ・プロジェクト） 

プロジェクトの目的 ３つの課題とは 

プロジェクトの基本方針 

大学 駐車場事業者 

さいたま市 市  民 
① 充電ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄの構築    （安心感） 

② 需要創出とｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ付与（満足感） 

③ 地域密着型の啓発活動 （親近感） 
自治体 

商業施設 運輸・旅客事業者 

電力会社 

EVメーカー 地元自動車販売店 

を基本的な方針として、EV普及 
拡大の課題解決に取り組む。 

 さいたま市を中心としたステークホルダーとの連携により、EVを安心
して、快適に使える低炭素社会の実現を目指し、 
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平成２８年３月１６日 
三井不動産リアルティ 

２ 取組事例 
 ❶E-KIZUNA Project 

平成２１年１２月２２日 
富士重工業 

平成２２年１月２６日 
三菱自動車工業 

平成２３年５月２３日 
本田技研工業  

平成２３年１０月２７日  
トヨタ自動車  

平成２３年１２月２０日 
イオンリテール  

メーカー等 
７社との協定 

平成２１年１１月５日  
日産自動車 
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２ 取組事例 
 ❶E-KIZUNA Project 
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○サミットからの提言・宣言が実現 
 高速道路料金のＥＶ減免制度の創設 
 バス・タクシーなど公共交通へのＥＶ導入促進 
 充電設備への国による支援拡大 など 

○カフェ・COOL CHOICE宣言 
電気自動車から給電した電気でコーヒーを淹れ、
併せてCOOL CHOICEをPR 
 ※環境省補助事業を活用 

○高い充電環境を実現 
  急速充電器 ： ５９基 
  普通充電器 ：１０７基 
  充電可能場所：１２１ヵ所 

○市設置充電器有料化 
平成２８年３月より市設置の急速充電器
（１１基）の有料化開始。 
日本充電サービス（NCS）と契約を締結し
全国一律のサービスを展開 

充電セーフティーネットの構築 Ｅ－ＫＩＺＵＮＡサミット 

第７回サミット 平成２８年１１月１日（火） 
3省 5県 24市 18企業 8団体等 2教授参加 
         （オブザーバー含む） 



２ 取組事例 
 ❶E-KIZUNA Project 

 



➤東日本大震災時の “停電” “油無し” の経験 

  ① 施設が自立分散型電源としての機能を有するべき 

   ② 地域の人流・物流に複数のエネルギーがあるべき 

仙台市に本市から貸与し、 
活躍した電気自動車 

計画停電の際にも稼働し、発電
が行なえていた焼却場 

➤2011年 次世代自動車・スマートエネルギー特区指定 

  ① ハイパーエネルギーステーションの普及 

  ② スマートホーム・コミュニティの普及 

  ③ 低炭素型パーソナルモビリティの普及 

２ 取組事例 
 ❷次世代自動車・ｽﾏｰﾄｴﾈﾙｷﾞｰ特区 
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水素 電気 ガス ガソリン 

ガス 
ガソリン 
・軽油 

電気 水素 

スマートホーム・コミュニティの普及 ハイパーエネルギーステーションの普及 

低炭素型パーソナルモビリティの普及 

地域活性化総合特区 
「次世代自動車・ 
 スマートエネルギー特区」 

２ 取組事例 
 ❷次世代自動車・ｽﾏｰﾄｴﾈﾙｷﾞｰ特区 
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強く、しなやかな 
低炭素型コミュニティモデル 

交通の低炭素化 
高齢者・子育て世代の移動支援 

多様なエネルギーを災害時も供給 

http://news.livedoor.com/article/image_detail/3801831/?img_id=486022


２ 取組事例 
 ❷次世代自動車・ｽﾏｰﾄｴﾈﾙｷﾞｰ特区 

 



２ 取組事例 
 ❸公民+学の連携 

❶美園タウンマネジメント 
 協会体制図 
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➤2015年8月～ 
➤住民、時代のニーズにあわせて、 
 都度、部会・分科会を再編 
➤任意団体のため、 
 一般社団法人美園タウンマネジメント 
 を設立して、事務局機能を委託 
 （都市再生推進法人に認定） 



２ 取組事例 
 ❸公民+学の連携  

❷美園タウンマネジメント協会役員・会員 

【役員】 

役 職 氏  名 現 職 等 

最高顧問 梅本 和典 
美園タウンマネジメント協会最高顧問 
前イオンリテール特別顧問 

会長 西  宏章 慶應義塾大学 理工学部教授 

副会長 清水 勇人 さいたま市長 

副会長 滝沢  聡 セコム株式会社 西関東本部長 

副会長 鶴田 規久 
日本アイ・ビー・エム株式会社 執行役員 
成長戦略.インダストリー・ソリューション兼
スマーターシティ事業担当 

副会長 岡本 祐輝 
一般社団法人美園タウンマネジメント 
専務理事 

監 事 松井 加奈絵 東京電機大学 理工学部 助教 

監 事 近藤 浩 近藤税務会計事務所 税理士 
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【会員】 企業3４ 大学４ 市１（計3９） 

イオンディライト株式会社 合同会社サイバー工房 

イオンバイク株式会社 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ株式会社ｴｺｿﾘｭｰｼｮﾝ社 

イオンペット株式会社 株式会社ミサワホーム総合研究 

広友リース株式会社 工学院大学 中島 裕輔教授 

東京ガス株式会社 積水ハウス株式会社 

ﾌｪﾘｶﾎﾟｹｯﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 
株式会社 

株式会社中央住宅 

株式会社カジタク 株式会社アキュラホーム 

株式会社埼玉りそな銀行 株式会社高砂建設 

大和ハウス工業株式会社 三井住友建設株式会社 

株式会社タニタ 
芝浦工業大学システム 
理工学部環境基盤研究室  
増田幸宏准教授 

株式会社日立製作所 埼玉県住まいづくり協議会 

株式会社ベルニクス 株式会社ＢＴＭ 

一般社団法人 
地域コミュニティ協議会 

西松建設株式会社 

さいたま市 
ｲｰﾚｯｸｽ・ｽﾊﾟｰｸ・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 
株式会社 

ｴﾌﾋﾞｯﾄﾈｯﾄﾜｰｸｽ株式会社 
株式会社ココロマチ 

三菱電機株式会社 
株式会社FMシステム 


